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国際税務  
QI/FATCA/CRS関連情報 
IRS 様式 W-8BEN、W-8BEN-E、W-8ECI、W-8IMY 及び 
関連インストラクションの更新について 
 
2021年 12月 17 日

米国内国歳入（Internal Revenue Service：以下「IRS」）
は 2021年 9月に様式 W-8BEN、様式 W-8BEN-E 及び様
式 W-8ECI の更新を、11月に様式 W-8IMY の更新を相次
いで公表した。今回の更新には主に、2019年 12月末に公
表された内国歳入法第 3章及び第 4章における最終規則
（T.D.9890）に加えて、米国非居住者による米国パートナー
シップ持分の譲渡に係る内国歳入法第 1446条(f)の追加及
び IRS 通知 2021-51 が反映されている。本ニュースレターで
は、新様式の変更点の概要を記す。 
1. 旧様式での受け入れ可能期間 

W-8等の IRS 様式が更新された場合、更新日から 6 カ月間
もしくは更新日の属する年の暦年末のいずれか遅い日まで、
旧様式を使用することができる。今回はいずれの更新日も
2021 年 10 月であることから、2022年４月 30日までは旧
様式を使用することが可能となる。源泉徴収義務者は、新様
式での提出を依頼するケースが多いようではあるが、法令上は
上記の期限までは旧様式の提出を受け入れることができ、受
け入れた様式の有効期限の終了までこれに依拠することがで
きる。 
2. 新様式に共通する主な変更点 

(1) 内国歳入法第 1446 条 (f)のための本人確認書類とし
ての活用及び源泉徴収税に関する宣誓の追加 

内国歳入法第 864条(c)(8)及び 1446条(f)の追加・改
正にともない、2021年 1月 29日以降（上場パートナー
シップの場合は 2023年 1月 1日以降）、米国非居
住者が米国実質関連所得とみなされるパートナーシップ
持分を譲渡する場合、譲受人またはパートナーシップは、
例外規定の要件を満たさない限り、原則、支払金額に
対して 10％を源泉徴収し IRS へ納付しなければならな
い。また、上場パートナーシップからの支払を仲介する金融
機関にも、源泉徴収及び報告義務が課されることが最
終規則化されており、2023年からの新 QI 契約に詳細
な規定が盛り込まれることが予定されている。新様式 W-
8BEN、W-8BEN-E のインストラクションには、当該譲渡
人が米国非居住者であることを宣誓する本人確認書類
として活用されることが明記されるとともに、パートナーシッ

プ持分の譲渡に関して、米国内の恒久的施設に帰属せ
ず租税条約に基づく恩典を適用させる場合の記載につ
いてインストラクションで触れている。様式 W-8IMY では、
内国歳入法 1446条(a)及び(f)についての宣誓項目が
追加されるとともに上場パートナーシップについての源泉徴
収義務を引き受けるチェックボックスが追加された。 

(2) 電子署名の補足ルールの追記 

電子署名に関する補足ルールがインストラクションに追記
された。様式 W-8はこれまでも、電子署名が署名権限
を有する者によって署名されたと合理的に判断される場
合には有効であると認められており、その合理的な判断
の例として、日時のスタンプが押され、電子署名されてい
ることを示す声明を含むことが記載されていた。T.D.9890
の公表を受け、新様式のインストラクションには、電子署
名されていることを示す声明がない場合においても、源泉
徴収義務者は、電子署名されたことを裏付けるためその
他の書類又は情報が提供されている場合には、当該電
子署名された源泉徴収証明書に依拠できることとなっ
た。 

(3) 6050条 Y報告のための本人確認書類としての活用 

6050条 Y報告とは、米国非居住者に対する生命保険
等の支払いがある場合に IRS 対して必要となる報告であ
るが、この 6050条 Y に基づく本人確認書類として様式
W-8 を活用することが、インストラクションに明記された。
生命保険の販売者または 6050 条 Y の報告対象となる
死亡給付金を受け取る米国非居住者は、そのステータス
を示すため、6050条 Y に基づく生命保険の発行者に様
式 W-8等の源泉徴収証明書を提出しなければならな
い。 

(4) 外国納税者番号（Foreign Taxpayer Identification 
Number：以下「FTIN」）の提供不要を示すチェックボ
ックスの追加 

T.D.9890 に基づき、米国内に所在する金融機関に口座
を開設し、米国源泉所得を受領する米国非居住者は、
原則、様式 W-8 に FTIN の記載が必須であるが、以下

https://www.irs.gov/pub/irs-pdf/fw8ben.pdf
https://www.irs.gov/pub/irs-pdf/fw8bene.pdf
https://www.irs.gov/pub/irs-pdf/fw8eci.pdf
https://www.irs.gov/pub/irs-pdf/fw8eci.pdf
https://www.irs.gov/pub/irs-pdf/fw8imy.pdf
https://www.govinfo.gov/content/pkg/FR-2020-01-02/pdf/2019-27979.pdf
https://www.irs.gov/pub/irs-drop/n-21-51.pdf
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に該当する国・管轄区域の居住者は免除されており、こ
れまで、FTIN の記載を不要とするための説明が別途必
要とされていた。 

 米国と情報交換に係る条約締結がない 
 FTIN を付与しない 
 FTIN を提示しないことを米国に要請し、IRS 公表の
承認リストに掲載されている 

 政府・国際機関・中央銀行・米国属領居住者等 
 

今回の新様式において、上記いずれかの免除規定に該当
する場合には、当該ボックスにチェックすることにより、FTIN
を提供しないことを説明したものとみなされる。なお、日本
は、FTIN を提示しないことを米国に要請し、IRS 公表の承
認リストに掲載されているため、日本の居住者であれば米
国での口座開設時に当該チェックボックスへのチェックが可
能であるが、適格デリバティブディーラー（Qualified 
Derivatives Dealer：以下「QDD」）として提出する様
式 W-8IMY においては、別途 FTIN 記載ルールが存在す
るため留意が必要となる。 
 

3. 様式W-8BEN のその他主な変更点 

様式の署名欄に署名権限を有する代理人である旨を宣誓す
るためのチェックボックスが追加された。 

インストラクションには、Line 10 の租税条約に基づく特別税率
及び要件として記載が必要となる、恒久的施設に帰属しない
事業利益または収益や、送金ベース課税における租税条約の
適用についてなどの具体例が追加されている。 
4. 様式W-8BEN-E のその他主な変更点 

Line 4 に記載すべき第 3章ステータスの政府の分類が、「政
府」（Government）から、「外国政府 – 管理されている機
関」（Foreign Government - Controlled Entity）及び
「外国政府 – 主要な一部」（Foreign Government - 
Integral Part）に変更された。 

さらに、Line14b に記載すべき租税条約に基づく恩典制限
（Limitation on Benefits：以下「LOB」）条項の選択肢と
して、新たに「条約に LOB 条項なし」のチェックボックスが追加
された。当該チェックボックスは、米国との租税条約に LOB 条
項がない国の居住者が使用することとなる。 

インストラクションには、Line 15 の 租税条約に基づく特別税
率及び要件として記載が必要となる、恒久的施設に帰属しな
い事業利益または収益に係る具体例が追加されている。 
5. 様式W-8ECI のその他主な変更点 

Line 4 に記載すべき第 3章ステータスの政府の分類が、「政
府」（Government）から、「外国政府 – 管理されている機
関」（Foreign Government - Controlled Entity）及び
「外国政府 – 主要な一部」（Foreign Government - 
Integral Part）に変更された。 

また、Line 12 には、米国非居住者による米国実質関連所得
とみなされる上場パートナーシップ持分の譲渡を実行する証券
ディーラーであり、かつ、内国歳入法第 1446条(f)で求められる
源泉徴収税の免除を申告するためのチェックボックスが設けら
れた。 

6. 様式W-8IMYのその他主な変更点 

Line 9b には QDD である場合の FTIN 記載欄が追加され
た。QDD は以下の要件全てに該当する場合、FTIN を記載も
しくは FTIN が発行されていない理由を説明しなければならな
い。 

 自身が金融機関の米国事務所もしくは支店の口座保有者
である 
 様式 1042-S の報告対象となる米国源泉所得を受領する 
 様式 W-8IMY を財務省規則第 1.1441-1(e)(2)(i)に基づく
最終受益者としての源泉徴収証明書として提出する 

 
また、前述の内国歳入法第 1446 条(f)に関するガイダンスの
追加や QDD・適格証券貸付業者（Qualified Securities 
Lender：以下「QSL」）に係る法令の経過措置期間の延長
により、様式 W-8IMY Part III の QI としての宣誓項目が大幅
に変更されているが、多くの QI にとってはこれまで通り、1099
報告・バックアップ源泉徴収義務の引き受けなしとする項目へ
のチェックという点では影響は少ない。以下、Line 15 における
旧様式との宣誓項目比較表を参照のうえ、新様式上の宣誓
チェック項目を確認いただきたい。 

Line15 2021年
10 月版 

2017年
6 月版 

第 3・4章源泉徴収義務の引
き受け a a 

PTP からの分配・持分の譲渡に
係る源泉徴収の引き受け ｂ、ｃ - 

QSL としての源泉徴収義務の
引き受け ｄ f 

第 3・4章及び 1099報告・バ
ックアップ源泉徴収義務の引き
受け 

e g 

1099報告・バックアップ源泉徴
収義務の引き受けまたは
FATCA報告実施 

ｆ ｂ 

1099報告・バックアップ源泉徴
収義務の引き受けなし ｇ c 

（1099報告・バックアップ源泉
徴収義務の引き受けなしのケー
ス）FATCA報告実施 

ｈ d 

（1099報告・バックアップ源泉
徴収義務の引き受けなしのケー
ス）下流金融機関による
FATCA報告実施 

i e 

 

おわりに 

QI である日本の金融機関において、今回の新様式の公表に
よって記載内容が大きく変更されるケースは多くないと思われ
る。ただし、来年 2022年は、2017年から 6年間締結されて
いる QI 契約の契約期間が終了する年となるため、多くの QI
にとって重要となる新 QI 契約の公表が待たれる。なお、2023
年 QI 契約には、当ニュースレターにて触れたパートナーシップ持
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分の譲渡に係る源泉徴収義務の引き受けの開始や米国実
質関連所得におけるプール報告を可能とする変更が含まれる
と想定される。引き続き QI にとっては注視すべき 1年となりそ
うだ。特に QI として上場パートナーシップからの支払を仲介して
いる場合には、対応事項は多く、また、最終投資家は米国で
の申告義務が回避できない状況になり得るので、注意された
い。 

デロイト トーマツ税理士法人では、各種様式及びインストラク
ション等の参考和訳を作成し、契約を締結している金融機関
に提供を行っている。今回のニュースレターでご案内した内容の
ほか、制度内容・法令等でご不明な点等があれば、相談いた
だきたい

 
Any tax advice included in this written or electronic communication was not intended or written to be used, and it 
cannot be used by the taxpayer, for the purpose of avoiding any penalties that may be imposed by any governmental 
taxing authority or agency. 

 

過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 
www.deloitte.com/jp/tax/nl/us 
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お問い合わせ 

米国税務及び QI/FATCA、OECD CRS に関するお問い合わせは、下記の担当者までご連絡ください。 

デロイト トーマツ税理士法人 東京事務所 US デスク  

パートナー 前田 幸作 kosaku.maeda@tohmatsu.co.jp 

シニアマネジャー 秋葉 奈緒子 naoko.akiba@tohmatsu.co.jp 

シニアマネジャー Yeh Ching-Feng (Vincent) ching-feng.yeh@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 榎本 純子 junko1.enomoto@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 渡邊 美穂子 mihoko.watanabe@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 近藤 祐美 yumi.kondo@tohmatsu.co.jp 

所在地 〒100-8362  
東京都千代田区丸の内三丁目 2番 3号 丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 

email tax.cs@tohmatsu.co.jp 

会社概要 www.deloitte.com/jp/tax 

税務サービス www.deloitte.com/jp/tax-services 
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